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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第88期

当第３四半期
連結累計期間

第88期
当第３四半期
連結会計期間

第87期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 84,459 29,642 107,122

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 1,991 1,216 △4,537

四半期純利益又は当期純損失(△) (百万円) 522 319 △2,997

純資産額 (百万円) ─ 22,374 21,943

総資産額 (百万円) ─ 109,040 111,099

１株当たり純資産額 (円) ─ 388.18 381.06

１株当たり四半期純利益又は当期純
損失(△)

(円) 9.13 5.59 △52.23

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ─ 20.37 19.68

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 1,870 ─ △2,176

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △1,062 ─ 600

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 30 ─ △1,723

現金及び現金同等物の四半期末(期
末)残高

(百万円) ─ 3,878 3,024

従業員数 (人) ─ 1,942 2,005

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

EDINET提出書類

川田工業株式会社(E01390)

四半期報告書

 2/32



２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 1,942

(注) 　従業員数は就業人員数であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 1,148

(注) 　従業員数は就業人員数であります。

　

　

EDINET提出書類

川田工業株式会社(E01390)

四半期報告書

 3/32



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 受注実績
　

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

（百万円）

鉄構事業 7,448

土木・建設事業 10,282

その他事業 7,625

合計 25,355

(注) セグメント間の取引については、相殺消去しておりません。

　

　

(2) 販売実績
　

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

（百万円）

鉄構事業 16,631

土木・建設事業 11,811

その他事業 7,353

計 35,796

セグメント間取引相殺消去 △6,154

連結 29,642

(注) 当社グループは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

　

　

なお、参考のため提出会社個別の生産実績の状況は次のとおりであります。

　
提出会社における生産実績の状況
　

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

（百万円）

橋梁 10,096

鉄骨 6,524

建築 5,120

その他 260

合計 22,000
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(3) 売上にかかる季節的変動について

当社グループの鉄構事業及び土木・建設事業の契約において、その工事の完成引渡しが第４四半期連

結会計期間に集中するため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比

べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

単独株式移転方式による持株会社設立

当社は、第２四半期の平成20年９月８日開催の取締役会において、持株会社「川田テクノロジーズ株式

会社」を設立することを決議し、当第３四半期の平成20年11月27日に開催された臨時株主総会において、

同設立議案が承認可決されました。

　

株式移転の概要は、以下の通りであります。

① 株式移転による持株会社設立の目的

当社グループは鋼製橋梁、ＰＣ橋梁、建築鉄骨、一般建築・システム建築、土木建設関連ソフトウェア

開発などを主たる事業として経営してまいりました。当社が鋼製構造物と建築分野を担い、子会社各社

がＰＣ構造物、橋梁保全補修、ソフトウェア開発分野の事業を行うことで、社会生活基盤の一端を支え

る体制をとっております。また、当社はヒューマノイドロボットの開発を始めとしたロボティクス技術

に挑戦しております。

しかしながら当社グループを取り巻く経営環境は、公共事業投資の縮減や民間市場における設備投

資の抑制基調などにより、今後も厳しい環境が続くものと考えております。

このような経営環境下において、グループ経営の効率化を図るために、平成19年２月には川田建設㈱

を当社の完全子会社化し、平成20年２月には㈱橋梁メンテナンスの補修事業部門を吸収分割により川

田建設㈱に承継するなど、経営効率の向上に努めてまいりました。

このような経緯の中で、今後、当社グループが更なる成長・発展を遂げるためには、グループ全体最

適を追求し、企業価値を最大化できる経営体制を構築することが不可欠であると判断し、「川田テクノ

ロジーズ株式会社」を設立することにより、グループ経営に重点を置いた持株会社体制に移行するこ

とといたしました。

当社グループは、持株会社体制のもと、経営の公正性・透明性を確保すること、経営と事業を分離す

ることでコーポレートガバナンスの徹底と経営の迅速化を図ること、グループ内の事業再編・共通業

務の統合・グループ外との柔軟な業務提携を推進することなどにより、グループ全体の競争力の強化

と収益力の向上に努めることが、企業価値の向上に資するものと考えております。

以上の目的にご賛同頂き、平成20年11月27日に開催された臨時株主総会の承認可決を受け、平成21年

２月27日を期日とし、株式移転により持株会社を設立いたします。また、持株会社（完全親会社）は、東

京証券取引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部への新規上場を申請しております。併せて、同

取引所に上場している当社は、持株会社の完全子会社となるため、上場廃止となる予定であります。

　

②株式移転の日程

株式移転決議取締役会 平成20年 9月 8日　月曜日

株主総会基準日公告 平成20年 9月 9日　火曜日

株主総会基準日 平成20年 9月30日　火曜日

株式移転承認株主総会 平成20年11月27日　木曜日

上場廃止日 平成21年 2月23日　月曜日（予定）

新会社設立登記日（効力発生日） 平成21年 2月27日　金曜日（予定）

新会社上場日 平成21年 2月27日　金曜日（予定）
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③株式移転比率

川田テクノロジーズ株式会社
（完全親会社）

川田工業株式会社
（完全子会社）

株式移転比率 １ 0.１

(注) １　株式の割当比率

川田工業株式会社の普通株式１株に対して新たに設立する川田テクノロジーズ

株式会社の普通株式0.１株を割当交付いたします。

２　単元株制度を採用し、１単元の株式数を１００株といたします。

３　株式移転比率の算定根拠

本株式移転におきましては、当社単独による株式移転によって完全親会社１社

を設立するものであります。その中で、株式移転時の当社の株主構成と川田テクノ

ロジーズ株式会社の株主構成に変化は生じないことから１：１の株式移転比率を

検討しておりましたが、１単元を100株とする投資単位の水準と現行の１株当たり

の株価水準を勘案し、川田テクノロジーズ株式会社成立日の前日最終の当社株主

名簿（実質株主名簿を含む。）に記載又は記録された株主に対して、その有する当

社の普通株式１株につき、普通株式0.1株を割り当てることとしました。なお、１株

に満たない割当株式につきましては、端数の合計数に相当する数の株式を買取に

よる方法で処理する予定であります。

４　第三者機関による算定結果、算定方法及び算定根拠

上記３の理由により、第三者機関による算定は行いません。

５ 株式移転により交付する新株式数

普通株式　５,７８１,０７０株（予定株式数）

なお、１株に満たない割当株式につきましては、端数の合計数に相当する数の株

式を買取による方法で処理する予定であります。

　

④株式移転交付金

当社は、株式移転に際して、株式移転交付金の支払いは行いません。

　

⑤完全子会社となる会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

当社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

　

⑥株式移転設立完全親会社となる会社の概要

商号 川田テクノロジーズ株式会社

本店所在地 富山県南砺市苗島4610番地

代表者の役職・氏名 取締役社長　川田　忠裕

資本金の額 5,000百万円

事業内容 傘下グループ会社の経営管理及びそれに付帯する業務
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、第２四半期におきた米国におけるサブプライム問

題に端を発した国際的な金融危機が、主要各国における実体経済に引き続き悪影響を与えるなか、株式相

場の低迷や急激な円高の影響による輸出不振により、企業収益見通しの下方修正が相次ぎました。また、

雇用情勢の悪化から消費の減退に繋がり、景気の減速がますます強まる展開となりました。

建設業界におきましては、依然として公共投資が引き続き低調に推移するなか、民間工事においても金

融不安の影響による新規事業の見直しや抑制、設備投資の延期など受注環境は一層厳しさを増しており

ます。

このような状況のもと、当社グループの第３四半期連結会計期間における業績は、受注高は25,355百万

円、売上高は29,642百万円となりました。

収益面につきましては、採算性の向上を主軸として経営基盤の強化に取り組んできたことにより営業

利益は1,432百万円、経常利益は1,216百万円、四半期純利益は319百万円を確保することができました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。(事業の種類別セグメントの業績について

は、セグメント間の内部売上高等を含めて記載しております。)

　

（鉄構事業）

鉄構事業におきましては、大規模工事が工事進行基準の対象になったことから、売上高は16,631百万円

となりました。収益面では、鋼製橋梁工事において採算性の厳しい工事の影響が軽減されたこと、選別受

注を徹底したこと及び手持工事の原価圧縮に努めたことなどにより、営業利益は1,049百万円となりまし

た。

（土木・建設事業）

土木・建設事業におきましては、不動産不況の煽りを受け受注を控えざるを得ない局面が続き、建築事

業の施工高が減少しましたが、ＰＣ橋梁施工高の増加が寄与し、売上高は11,811百万円となりました。収

益面では採算性が改善し、営業利益は731百万円となりました。

（その他事業）

その他事業におきましては、鋼材製品取扱における売上高の増加が寄与し、売上高は7,353百万円とな

りました。収益面につきましては、継続的なコスト削減により、営業利益は85百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第２四

半期連結会計期間末に比べ、760百万円増加し3,878百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、232百万円の資金減少とな

りました。これは主に工事完成による売上債権の増加及び未成工事受入金の減少等に起因する資金の減

少があったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、445百万円の資金減少とな

りました。これは主に有形固定資産の取得等による資金の減少があったことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、1,444百万円の資金増加と

なりました。これは主に短期借入金の調達による資金の増加があったことによるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありませ

ん。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等は次のとおりであります。

　

株式会社の支配に関する基本方針

① 基本方針の内容

当社は、グループの経営資源の有効活用とシナジーの徹底的追求により、経営の効率化を推進するグ

ループ基本戦略並びに効率性の向上、健全性の確保、透明性の向上を図るコーポレート・ガバナンスの

強化が、会社の企業価値及び株主共同の利益の向上に資するものと考えており、このことをもって会社

の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針としております。

② 不適切な支配の防止のための取組み

当社は、大規模な当社株式の買付行為（以下「大規模買付行為」といいます。）を行い、当社の経営

に関与しようとする行為自体を否定するものではありませんが、当社の財務及び事業の方針の決定を

支配する者は、このような当社の企業価値及び株主共同の利益を損なう行為をする者であってはなら

ないと考えます。

大規模買付行為がなされた場合に、それが当社の企業価値及び株主共同の利益に影響を及ぼすか否

かにつき当社株主の皆様が適切に判断されるためには、当社株式の買付の提案をした者による買付後

の当社の企業価値及び株主共同の利益の向上に向けた取組み等について、当社株主の皆様に十分に把

握していただく必要があると考えます。

そこで大規模買付行為に対するルールとして、特定株主グループの議決権割合を20％以上とするこ

とを目的とする当社株券等の買付行為、及び結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上と

なる当社株券等の買付行為並びにこれに類する行為を行おうとする者に対して、事前に取締役会に対

して必要かつ十分な情報を提供すること、及びその後当社取締役会がその買付行為を評価、検討、交渉、
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意見形成、代替案立案のための期間を設けることを要請するルールを策定いたしました。このルールが

遵守されない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、取締役会は、当社の企業価値及び株主

共同の利益を守ることを目的として、会社法その他の法律及び当社定款が定めた対抗措置をとり、大規

模買付行為に対抗する場合があります。

③ 上記②の取組みについての取締役会の判断

当社取締役会は、上記②の取組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、株

主共同の利益を確保するための取組みであり、株主の皆様の共同の利益を損なうものではないと考え

ます。

また、取締役会によって恣意的な判断がされることを防止するため、独立委員会を設置し、独立委員

会の勧告を尊重して買収防衛策が発動されることが定められており、取締役の地位の維持を目的とす

るものではありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、117百万円であります。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見通し

① 当社グループを取り巻く事業環境は、基本的に市場が縮小していく中での供給過剰状態にあり競争が

熾烈であります。

② 鉄構セグメントの鋼橋事業、土木・建設セグメントのＰＣ橋事業、その他セグメントのソフトウェア

事業並びに維持・補修事業の需要は公共工事予算、特に道路関係予算の影響を直接受けます。発注先並

びに入札制度等の改革も大きな影響があります。

③ 鉄構セグメントの鉄骨事業は、民間設備投資並びに超高層ビルを主体としたオフィス需要の影響を受

け、土木・建設セグメントの建築事業は工場・倉庫等非居住用設備投資の影響を強く受けます。

④ また、鉄構セグメントの主要な材料は熱延鋼鈑等の鋼材であり、高炉各社の供給体制・経営戦略、中国

等海外のインフラ需要等の影響を強く受けます。

⑤ 建築事業はマンション建築を行っていることから、市場収縮によるマンション・デベロッパーの倒産

に強い影響を受けることがあります。

　

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、各社の適正人員確保のための人員減少対

策、また公共工事、民間工事、土木工事、建築工事間の事業ポートフォリオの見直し、特にマンション市場

縮小への対策を行ってまいります。

　

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① キャッシュ・フロー

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、当第３四半期連結会計期間にお

いて232百万円のキャッシュを使用しております。これは仕入債務の増加により3,158百万円のキャッ

シュを得ておりますが、売上債権の増加1,934百万円、未成工事支出金の減少502百万円及び未成工事受入

金の減少453百万円によりキャッシュを使用したことによるものが大きく影響しております。

投資活動によるキャッシュ・フローでは、当第３四半期連結会計期間は有形固定資産の取得による

キャッシュの使用が486百万円あり、合計として445百万円のキャッシュを使用しております。

財務活動によるキャッシュ・フローでは、当第３四半期連結会計期間は短期借入金の調達による2,909

百万円のキャッシュを得ており、合計として1,444百万円のキャッシュを得ております。
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② 流動性

当第３四半期連結会計期間末の状況としては、現金及び現金同等物の3,878百万円及び当座貸越未実

行枠の2,090百万円を合わせ、5,968百万円の手許流動性があると認識しております。

　

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループとしましては、法令等遵守意識の徹底はもとより第１四半期連結会計期間より実施を始

めました内部統制システムを効率的に運用することにより、信頼の確保に最大限の努力をしてまいりま

す。

　当社の基本戦略は、当社グループの総合的な技術を活かして差別化を進めシェアと利益の拡大を図ると

ともに、関連する新市場への進出を図ることであります。「総合評価方式」等の入札制度改革への対応は

もとより、品質・安全・環境への対応の重要性を当社グループは認識し、設計・製作・施工技術の強化を

図るとともに、グループ全体としてのコスト縮減を図り、利益の確保に努め、失われた信頼と内部留保の

回復を果たし、復配を行うことを喫緊の課題として取り組みます。

① 鉄構セグメントにおける鋼橋事業では複合構造橋梁・合成床版の拡販と海外市場並びに土木・海洋

土木構造物市場への展開に努力してまいります。鉄骨事業では、選別受注に努めるとともに、内製外作

の変更を含む生産ラインの見直し等により対応してまいります。また、リスク低減を行ったうえで、海

外市場への展開も図ってまいります。

② 土木・建設セグメントにおけるＰＣ橋事業では「ＰＣ」・「土木・保全」・「プレキャスト」の３

本柱を主体とする事業体制の確立を目指し、プロジェクト・マネジメントを取り入れ、収益機会拡大、

固定費圧縮、原価低減の徹底を図ります。建築事業では工事規模の適正化を図ると共にマンション市場

から非居住用分野へ軸足を移し、リニューアル市場への参入、システム建築市場の拡張を図ります。

③ その他セグメントのソフトウェア事業並びに維持・補修事業は新商品の拡販と固定費の圧縮を行う

ことにより採算性の向上を図ります。機械事業では、人間型ロボット等で蓄積されたデバイス技術の商

用化により収益力の向上を図ります。

④ 再建支援のために出資参加しました佐藤工業㈱との業務提携につきましても、技術交流、資産の相互

利用等を通じ、相互補完体制の確立・強化を図っております。

　
(注) 　「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

　また、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

① 前四半期連結会計期間末において計画中でありました、提出会社の富山工場（鉄構事業セグメント）

における「ＳＣデッキ製作工場増設」につきましては、平成20年10月に完了し、当初の予定通り操業を

開始しております。

② 前四半期連結会計期間末において計画中でありました、提出会社の富山工場（鉄構事業セグメント）

における「塗装用設備他」につきましては、当初完了予定を平成21年３月として計画しておりました

が、平成20年12月に完了いたしました。

③ 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 57,810,70957,810,709

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
1,000株

計 57,810,70957,810,709― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

― 57,811 ― 9,601 ― 2,400

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式      50,000

― 単元株式数1,000株

(相互保有株式)
普通株式     922,000

― 同上

完全議決権株式(その他) 普通株式　56,048,000 56,033 同上

単元未満株式 普通株式     790,709― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 57,810,709― ―

総株主の議決権 ― 56,033 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式が15,000株含まれております。ま

た、当該株式に係る議決権15個を議決権の数から控除しております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
川田工業株式会社
（相互保有株式）
富士前鋼業株式会社

東京都北区滝野川
１丁目３番11号
東京都北区滝野川
１丁目３番11号

50,000

922,000

―

―

50,000

922,000

0.09

1.59

計 ― 972,000 ― 972,000 1.68

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 141 228 218 194 161 134 130 110 126

最低(円) 121 132 166 150 123 114 79 85 90

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令

第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表について、永昌監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第3四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,952 3,127

受取手形・完成工事未収入金等 ※６
 38,086 39,297

未成工事支出金 13,636 12,904

その他のたな卸資産 ※１
 285

※１
 225

繰延税金資産 2,172 2,647

その他 1,965 4,309

貸倒引当金 △20 △12

流動資産合計 60,079 62,500

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 6,048 5,877

機械、運搬具及び工具器具備品 2,619 2,827

航空機 1,335 1,412

土地 16,738 16,738

建設仮勘定 106 79

有形固定資産合計 ※２
 26,848

※２
 26,936

無形固定資産 856 900

投資その他の資産

投資有価証券 983 1,214

関係会社株式 12,000 11,880

長期貸付金 551 570

繰延税金資産 4,068 3,511

その他 4,359 4,225

貸倒引当金 △706 △641

投資その他の資産合計 21,256 20,761

固定資産合計 48,961 48,598

資産合計 109,040 111,099
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（単位：百万円）

当第3四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※６
 27,383 27,398

短期借入金 ※５
 17,225

※５
 15,265

1年内返済予定の長期借入金 6,703 7,867

1年内償還予定の社債 1,657 655

未払法人税等 86 134

未成工事受入金 10,348 9,906

賞与引当金 369 689

工事損失引当金 1,651 3,483

その他の引当金 387 530

その他 1,920 3,188

流動負債合計 67,733 69,118

固定負債

社債 1,064 2,421

長期借入金 10,596 10,206

再評価に係る繰延税金負債 2,243 2,243

退職給付引当金 2,949 3,005

役員退職慰労引当金 572 580

海外事業損失引当金 817 857

負ののれん 683 712

その他 5 9

固定負債合計 18,932 20,036

負債合計 86,665 89,155

純資産の部

株主資本

資本金 9,601 9,601

資本剰余金 5,757 7,732

利益剰余金 7,942 5,553

自己株式 △196 △148

株主資本合計 23,104 22,738

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 28 155

土地再評価差額金 △924 △1,032

評価・換算差額等合計 △895 △877

少数株主持分 166 82

純資産合計 22,374 21,943

負債純資産合計 109,040 111,099
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(2)【四半期連結損益計算書】
　【第3四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第3四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

売上高 84,459

売上原価 77,485

売上総利益 6,974

販売費及び一般管理費 ※１
 4,652

営業利益 2,322

営業外収益

受取利息 26

受取配当金 21

受取賃貸料 158

為替差益 99

負ののれん償却額 28

持分法による投資利益 127

工事代金遅延損害金 278

その他 157

営業外収益合計 897

営業外費用

支払利息 723

賃貸費用 407

その他 97

営業外費用合計 1,227

経常利益 1,991

特別利益

前期損益修正益 40

固定資産売却益 60

その他 9

特別利益合計 111

特別損失

前期損益修正損 61

固定資産売却損 5

固定資産除却損 42

海外事業に係る損失 277

貸倒引当金繰入額 607

損害賠償金 157

その他 300

特別損失合計 1,451

税金等調整前四半期純利益 651

法人税、住民税及び事業税 74

法人税等調整額 △7

法人税等合計 66

少数株主利益 61

四半期純利益 522
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　　　【第3四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第3四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成20年12月31日)

売上高 29,642

売上原価 26,680

売上総利益 2,961

販売費及び一般管理費 ※１
 1,529

営業利益 1,432

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 5

受取賃貸料 54

負ののれん償却額 9

持分法による投資利益 106

その他 37

営業外収益合計 215

営業外費用

支払利息 253

賃貸費用 138

為替差損 10

その他 28

営業外費用合計 431

経常利益 1,216

特別利益

前期損益修正益 0

固定資産売却益 0

その他 4

特別利益合計 4

特別損失

前期損益修正損 37

固定資産売却損 2

固定資産除却損 16

貸倒引当金繰入額 607

損害賠償金 157

その他 93

特別損失合計 915

税金等調整前四半期純利益 305

法人税、住民税及び事業税 36

法人税等調整額 △50

法人税等合計 △14

少数株主損失（△） △0

四半期純利益 319
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第3四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 651

減価償却費 1,423

負ののれん償却額 △28

貸倒引当金の増減額（△は減少） 73

賞与引当金の増減額（△は減少） △320

工事損失引当金の増減額（△は減少） △1,831

海外事業損失引当金の増減額（△は減少） △39

退職給付引当金の増減額（△は減少） △56

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7

その他の引当金の増減額（△は減少） △143

受取利息及び受取配当金 △48

支払利息 723

持分法による投資損益（△は益） △127

有形固定資産売却損益（△は益） △55

有形固定資産除却損 42

売上債権の増減額（△は増加） 1,210

未成工事支出金の増減額（△は増加） △732

たな卸資産の増減額（△は増加） △60

仕入債務の増減額（△は減少） △14

未成工事受入金の増減額（△は減少） 442

特別退職金 23

その他 1,462

小計 2,587

損害賠償金の支払額 △601

特別退職金の支払額 △23

法人税等の支払額 △91

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,870

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △32

定期預金の払戻による収入 61

有形固定資産の取得による支出 △975

有形固定資産の売却による収入 29

無形固定資産の取得による支出 △249

投資有価証券の取得による支出 △5

投資有価証券の売却による収入 3

貸付けによる支出 △27

貸付金の回収による収入 30

利息及び配当金の受取額 62

その他 41

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,062
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（単位：百万円）

当第3四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,960

長期借入れによる収入 5,350

長期借入金の返済による支出 △6,124

社債の発行による収入 100

社債の償還による支出 △455

利息の支払額 △755

その他 △44

財務活動によるキャッシュ・フロー 30

現金及び現金同等物に係る換算差額 14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 853

現金及び現金同等物の期首残高 3,024

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,878
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
 至　平成20年12月31日)

会計処理基準に関する

事項の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用

し、以下の変更を行っております。

 

① 製品

従来、個別法による原価法によっておりましたが、個別法に

よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　また、セグメント情報に与える影響はありません。

② 材料貯蔵品

従来、移動平均法による原価法によっておりましたが、移動

平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　また、セグメント情報に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１　固定資産の減価償却費

の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価

償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

 

２　法人税等並びに繰延税

金資産及び繰延税金

負債の算定方法

　法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額

控除項目を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末

以降に経営環境等の著しい変化が認められる為、前連結会計年度

において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングに当

該著しい変化を加味したものを利用する方法によっております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

（追加情報）

有形固定資産の耐用年数の変更

　平成20年度税制改正により「減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省

令」（平成20年４月30日　財務省令32号）が公布されたことに伴い、当社及び連結子会社の機

械装置について、耐用年数の見直しを行っております。

　これにより、従来の方法に比較して、当第３四半期連結累計期間に係る営業利益、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ51百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　その他のたな卸資産の内訳

製品 5百万円

材料貯蔵品 279

 
 

 

※１　その他のたな卸資産の内訳

製品 7百万円

材料貯蔵品 217

 
 
 

※２　有形固定資産減価償却累計額　　35,323百万円　　

 

※２　有形固定資産減価償却累計額　　 34,965百万円

 

　３　保証債務

(連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対す

る債務保証)

 

富士前商事㈱ 600百万円

 

　３　保証債務

(連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対す

る債務保証)

 

富士前商事㈱ 600百万円

 

(信用保証債務会社に対する手付金等返済保証債務)

 

㈱タカラレーベン 1,148百万円

㈱ジョイント・レジデンシャ

ル不動産　(注)
650

㈱モリモト 265

㈱ユニホー 203

合計 2,266
 
　　　(注) 平成20年４月に㈱ジョイント・ランドは㈱エル

カクエイと合併し、記載の商号に変更してお
ります。

(信用保証債務会社に対する手付金等返済保証債務)

 

㈱タカラレーベン 710百万円

マツヤハウジング㈱ 460

㈱ジョイント・ランド 393

アパマンション㈱ 367

その他２社 503

合計 2,433
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　 当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

　４　　　　　　　――――――

 

 

　４　偶発債務

「新日鉄エンジニアリング㈱と当社の米国現地法

人のNIPPON STEEL　-KAWADA BRIDGE, INC.(略称：

NSKB）」並びに「新日鉄エンジニアリング㈱と当社

の日本での共同企業体（略称：NSKJV）」は、「米国

 Tacoma Narrows Constructors共同企業体(TNC)」

より、ワシントン州にて第２タコマ海峡大橋の製作

・輸送・架設エンジニアリングを受注し施工いたし

ました（平成19年３月期完成計上）。2005年９月19

日「NSKB並びにNSKJV」は、米国ワシントン州サース

トン郡上級裁判所に、TNCに対して設計変更に伴う追

加費用の補償を求めて提訴しました。他方、同年９月

30日TNCは契約違反(納期遅延）を理由に違約金の支

払いを「NSKB並びにNSKJV」に要求し、履行ボンドを

実行してきました（実行金額1,545百万円）。現在

「NSKB並びにNSKJV」は、納期遵守義務の不存在、

NSKB履行ボンド引落の返還を追加提訴し、裁判によ

る審理が進んでおります。

 

※５　当社及び連結子会社4社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行11行と当座貸越契約

を締結しております。

当第３四半期連結会計期間末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高等は次のとおりでありま

す。

 

当座貸越極度額 18,090百万円

借入実行残高 16,000

差引額 2,090

 

※５　当社及び連結子会社4社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行11行と当座貸越契約

を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入未実行残高等は次のとおりであります。

 

当座貸越極度額 16,690百万円

借入実行残高 13,450

差引額 3,240

 

※６　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 

受取手形 915百万円

支払手形 13

　６　　　　　　　――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

給料賃金賞与 1,991百万円

退職給付費用 175

 

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である鉄構事業及び土木・建設事業において、契約

により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中する傾向にあり、第１四半期連

結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間

の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。　

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

給料賃金賞与 764百万円

退職給付費用 58

 

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である鉄構事業及び土木・建設事業において、契約

により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中する傾向にあり、第１四半期連

結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間

の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。　
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高と当

第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係（平成20年12月31日現在）

現金預金勘定 3,952百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △73

現金及び現金同等物 3,878
 

　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式 57,811千株

　

２　自己株式の種類及び株式数

普通株式 598千株

　

３　新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

鉄構事業
(百万円)

土木・
建設事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

15,975 11,768 1,898 29,642 ― 29,642

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

656 42 5,454 6,154 (6,154) ―

計 16,631 11,811 7,353 35,796(6,154)29,642

営業利益 1,049 731 85 1,866 (434) 1,432

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

鉄構事業
(百万円)

土木・
建設事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

45,018 34,095 5,346 84,459 ― 84,459

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,040 419 14,430 15,891(15,891) ―

計 46,059 34,514 19,777100,351(15,891)84,459

営業利益 2,086 1,447 168 3,702 (1,380) 2,322

　
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容　

(1) 事業区分の方法

　　日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

(2) 各事業区分に属する主要な事業の内容

　　鉄構事業：鉄構製品の製作その他関連する事業

　　土木・建設事業：土木・建設その他建設工事全般に関する事業

　　その他事業：ソフトウェアの開発・販売、鋼材取引、航空、補修、その他機械の販売、不動産売買・賃貸に関する

事業等

２　会計処理基準等の変更

　当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から「減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一

部を改正する省令」（平成20年４月30日　財務省令32号）が公布されたことに伴い、当社及び連結子会社の機

械装置について、耐用年数の見直しを行っております。

　これにより、従来の方法と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、鉄構事業が41百万円、土木・

建設事業が9百万円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　　　在外連結子会社及び主要な在外支店がないため、記載しておりません。

　

【海外売上高】

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

有価証券の当第３四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

当社グループは、金利関連のデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用していますので、該当事項

はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　　該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額　　　　　　(円) 388.18 381.06

　(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 22,374 21,943

純資産の部の合計額から控除
する金額

(百万円) 166 82

(うち少数株主持分) (百万円) （166） （82）

普通株式に係る四半期連結会
計期末(連結会計年度末)の純
資産額

(百万円) 22,208 21,861

１株当たり純資産額の算定に
用いられた四半期連結会計期
間末(連結会計年度末)の普通
株式の数

(千株) 57,213 57,371

　

　２　１株当たり四半期純利益

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益　　　　(円) 9.13 5.59

　(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

四半期純利益 (百万円) 522 319

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 522 319

普通株式の期中平均株式数 (千株) 57,285 57,217

　

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

　該当事項はありません。

 

　

EDINET提出書類

川田工業株式会社(E01390)

四半期報告書

29/32



(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動

が認められないため、記載をしておりません。

　

　

２【その他】

当社は、平成20年６月25日に東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会

社及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構から、旧日本道路公団が発注した鋼橋上部工工事の

入札において、独占禁止法第３条に違反する行為により損害が発生したとして、他社との連帯債務による損

害賠償の請求を受けておりました。本請求内容につきまして妥当性を含めて慎重に検討を行った結果、当社

の単独受注契約に係る損害賠償金、及び共同企業体受注契約に係る当社共同企業体負担分の損害賠償金に

ついて全額を支払うことを決定し、支払いをいたしました。そのような中で、共同企業体受注契約に係る損

害賠償金について、他の共同企業体構成員がその負担分の支払いを遅延したため、平成20年12月に中日本高

速道路株式会社、及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構は当社に対し連帯債務として、損害賠

償請求を求める独禁法第25条に基づく訴訟を東京高等裁判所に提訴しました。

当社は訴状の送達を受け、その内容を慎重に検討のうえ対処してまいります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

川田工業株式会社

取締役会　御中

　

永昌監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　高　　桑　　俊　　介　　印

　

業務執行社員 公認会計士　　田　　中　　繁　　雄　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川田

工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月31日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、川田工業株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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